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袖浦村 V(於け る 農 家の経営について

尾和J和夫@ 阿部幸吉

(山形大学農学部農業経済.学研究室)

Kazuo OGAWA & Koldchi ABE : The study of仕lefarm→nanagement in Socl巴uravillag巴.

との報告は昭和25年度に於ける山形廓西田川郡袖浦村の農家経営調査の結果をまとめたものであ

る. との調査は山形鯨の委託によってなされた.筆者等は他の研究者と共に綜合的な調査をもくろ

み，その綜合調査の一部として袖浦村に於ける農家の実態調査を試みた.との調査にdうたっては石川

農学部長の御厚意によるととが多い.記して感謝の意を表する.

袖浦村は砂丘地の経営と水田経営との複合経営に基礎をなき，その意味で複雑な様相を呈する.

との砂丘地の畑作経営相互間とその水田経営との関連性を明らかにし，且つ如何なる経営が安定し

ているであろうかを推察するととは興味るる問題である.本調査はそのような目的からなされた.

調査農家選定の基準として大体に於いて昭和25年度世界農業センサスKより黒森部落の各階j音別

の農家数の比例に近十け，特に 1 町"， 1 町 5 反 1 町 5 反~2 町の麿を多く取ったのであるが，調

査の結果集計し難いものを生じ集計に用いた農家数は15戸であり，その階居分布は水田 5反未満

3戸，同 5反"，，-， 1町4戸，同 1町"，， 1町δ反4戸 1町5反-2町2戸 2町-2町5反 2戸とな

った.向調査は袖油村黒森部落でなされた.

階j膏区分を水田により分けたのは，農家の畑の経営面積は水田の階j菅区分に一致せ十，水田が小

面積でも全体の経営面積は大になり得るが，他方農業所得は水閏面積により規制されているので，

水田によって区分した方が所得の階居区分も滑らかに移行ずるからである.但しれ 2の例外は存

ナる. 7J'く岡が5反未満でも畑が特に大きい農家はその農業所得に於いてそれが属する階居の所得と

はなれるが如きである.

(1)生産物の 自給と販売

生産物を家計現物仕向として自給すべきか，商品として販売すべきかの問題は重要である.

黒森部落tζ於いては種k の作物を作りその生産物を自家で泊費して残りを販売する形をとってい

るが， f可か有利主主作物があればそれを大規模に作り，他作物の自給を犠牲にしても，その方が有利

になるととが考えられるからでるる.との種々の作物を作る必要性は第ーに砂丘地に特有な苧魅と

云う自然的災害を克がれるととにある.即ち積々な作物を作り生育時期を違えて卒魅の災害を分散

せしめるととが考えられる.第二に農家に於ける自給の要求がある.農家は生産物心自家消費の要

求から種々の作物を，特に疏茶~C於いて多種類を栽培しその各々に割当る面積は小であると云う現

象が起る.第三に輪作上の要求である.西瓜，まくわ!J!;.， 茄子等は連作すると病害が発生ナるから

輪作せね仁17ならぬ，との輪作の期聞は砂丘地'1:於いては一般の土壌よりも短かし例えぽ回瓜，ま
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くわ瓜については 3，，-， 4年とされているが，とのようた輪作の必要が多種の作物を植える結果とな

るものである.

一般的にはかくの如く云えるりであるが，生産物の自給か販売かの問題は7k回の経営面積と関係

があるようである. 71¥閏の経営面積が自家の泊費をみたす程度乃至それより小松る時は畑から腰売

J!5(入佐得たければならない. ~pち畑の生産物を充分自給するととはできないのである.水田による

階居区分別の稲作販売牧入と畑作販売牧入は第1表の如くなっている.

畑の階居別王子均面積はら反未満

に於いて 1町2反 4畝 5反-1

町に於いて 1町5畝 1町，...， 1町

5反に於いて 1町7畝 1町 5反

~2 町に於いて 1 町 2 反 3 畝 2

第 1表階層別稲作2f均販売枚入と畑作平均版売i欧入

指作
畑作
同反当

同
296，943 
17，294 
1，544 

町~2 町 5 反に於いて 1 町 1 反 2 畝でありさしたる差を見せないにも拘らす"， 1町未満の二階居に

於いて畑作商積の割合に販売牧入が多くたっている.とのととは稲作が自給的色彩を帯び稲作の販

売校入が少なければ少い程畑作生産物に於ける自給を節約して販売に向けている ζ とを物語るもの

である.我々の調査によれば，農家 1年白米の消費量を自給するに足る丈けの71¥図面積は全農家平

均でδ反 4畝拐である. I3Pち5反，1j故以下では米を販売するととは殆んど不可能である，第 1表に

示せる如く 5反未満の農家に於いて稲作駆売牧入の僅少なのはとのことを物語っている.而してか

Lる階居に於いて畑作の反当平均販売i投入は最大たのである.

之に関し他の 1例を挙げるならばきたのようになる.蔵菜作につき各戸について販売J投入額 500円

以上の作物をとり，その各作物が何戸iL現われるかをしらべると，西瓜は12戸11:，まくわ瓜は 8戸

に(両者の内少くとも何れか 1つが現われる戸数は13戸である)，人参は 9戸に現われる.共の他販

売収入500円以上の作物は悪，大根@蕪菩・長芋@牛穿等の根菜類，葱 e かぼちゃ@らっきょう@

茄子@トマト等であるがp 之等の作物が現われる戸数は何れも 3戸以下であって，西瓜・まくわ瓜@

人事が主たる疏菜部門に於ける商品作物であるととが判明する.

西瓜・まくわ瓜につき各戸に生産量販売量自給量をとり，それを階居別に平均すればつぎの第 2表

の数字がでる.

即ち δ反未満の階麿は生産量を大にして商

品生産の方向に進み，生産量大なるにも拘ら

や自給量ないくらか他の階居よりも節約して

いるのを見る.

更に畑の生産物にも自給の要求がある.現

第 2表

階層別西瓜・まくわろ b生産量，自給量，販売量
(一戸平均)

生産量
自給量
販売量

賞
121 
36 
85 

在の泊費水準を前提として家計消費する量とその震の種子用にずる生産物量との和を生産する嬬に

はー消費寧位当り金平均に於いて蔵菜部門2畝18歩，甘藷@馬鈴薯部門 1畝25歩，支部門 I畝 6歩，
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大豆・小豆等の雑穀及び菜種1・胡腕等の特用作物を含む其の他作物部門 4畝24歩，果樹13歩，合計

1反26i歩を必要とする.其の他作物部門が特に大になったのは，とり中に重要な[乍物である大豆を

含み， 25年度は稀有の羊魅の年であったので大宣の牧穫が極めて悪く， (25年度は稀有の凶作で味噌

原料に購入した農家もある)其の儒自給面積が拡大したものである.全農家の消費単位の平均は7.3

人であるからー農家当り延7反 9畝を必要とする.全農家の土地利用車の平均は 136.3であるから

之で割ると 5反 7畝の畑を必要とするわけである.之は稀有の凶作の年に於ける最高の面積である・

何れにもせよ現在の泊費水準を前提とする限り 6反弱の畑は自給用として必要で、あり，あとの残り

を販売用の畑として活用せねばならない.ととろが商品生産の要求は必然的に大規模生産に向わざ

るを得ない.一方前越せる如く早肱の災害を免がれる矯の多角化の必要は一作物に割当る面積を少

くして先十大規模化の要求を制約するが，その箆商品化と自給化とはー居強く矛盾するに至る.従

って都市近郊の競茶の大規模生産が立地上有利な地帯では自給部分への浸蝕が見られるかも知れな

い.その際先十大豆が縮少するであろう.ーイヰ洋越に弱い大豆が何故砂丘地に栽培されているかと

云ろに 1つには味噌の原料として 2つには肥料供給作物であり堆肥・金肥を余り要求しない性質

をもち， 3つには労力を軽減せんが篇に粗放な大豆の栽培が行われるのでるる.都市近郊に於いては

組放な大豆が集約的た疏茶によって、浸蝕され，不足する大立は購入すると云う方向に行うであろう.

商品生産・大規模生産化と去っても，酒田・鶴岡市場の需要注目当にする伝らばその発展の程度

は先が見えている.どうしてももっと買い市場を目指さねばなるまい.その矯には品質の優良・大

量であるとと・共同出荷等の困難な問題t解決せねばならない.

現在の袖浦村黒森部落Irr.:於ては大規模生産イむすべき有利な作物がない.とDととは立地論的に更

に詳細な立論を必要とするが，最も典型的な商品作物である西瓜・まくわ瓜でさえも両者合計して

平均 5反未満で1反 1畝 5反，...， 1町で8畝 1町，...， 1町5反で6畝 1町5反以上で7畝と云う

作付H犬態である.即ち悪い意味での多角化K.陥っていると云うととができる.

(2) 農 業 者 1人当り耕地面積と農業構遺

農業経営に於いては大体に於いて家族労力により営まれるから換算労力 1人当り経営面積と農業

経営の構造とは密接な関係をもっ.自Hち如何なる作物が作られるかは経営が労力的にゆとりがある

第3表

1人当り経営溜積と読楽部門経営面積比率との関係

[4-5岡山反|加吋-8岡山反!95反122
O~% 5 

戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸
~- 一 一 -. 

5-10 一 } 一 一 一
10-15 一 一
15，....20 一
20.......25 2 一 3 
25，.....，30 3 一
30_35 一 一 一- 一
3う，...，40I一 一 一 一

か否かによって決るものである.今横軸に

換算労力1人当り経営面積をとり，縦軸に蹴

架部門・其(2)1也作物部門・果樹部門夫々の経

営面積に於いて占める比率をとって各々に

属ナる戸数を調べて両者の相関衰を作ると

疏茶部門については第 3表のようにたる.

大体の傾向として 1人当り経営面積が大

になれば経営面積の内に占める蹴茶部門の
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面積の比率は小となる.

果樹部門について同様た仕方で表を作る

と第 4去のようになる.

1Mち果簡に於いても換算労力 1人当り経

営面積が増大すればその経営面積中に占め

る面積比率は縮少する.之は同の作業と果

樹の作業とが競合するためである.

~に大豆・小豆等の雑穀と菜種・胡麻等

の特用作物を含む其の他作物をことって同様

に相関衰を作ると第 5表D ょうKなる.

共の他作物部門に於ては 1・2の例外はあ

るが，大体に於いて換算労力1人当り経営面

積が増加すると，その面積比率は増大する.

以上を通観するに換算労力 1人当り経営

面積が小で労力に余裕ある時は識茶・果樹

等の集約な栽培部門の面積比率を大にし9

1人当り経営面積が大にたると疏茶・果樹

第 4表

l人当り経営面積と果樹部門経営面積比率との関係

1，4~坂[5-6反[6-7反[7-8反!8~9反19~|10反
1/~VlX-IV~ 'lX-I' ~UlX-lu-/ lX-1 10反|以上

ヲd 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸
0-1 一 一 一
1-2 一 一
2--3 一
3--4 ー
4-日 一
日，...，6 一 一
6，....7 一
7，....日 一 一 「ー 一
8-9 一 一
9-10 .- 〕 --

15-20 ー 2 一
20-25 ー司 一

第5表

1人当り経営面積と其の他作物部門経営面積比率との関係

ll!!|!~110反4-5反[5，....，6反ト明7-8反i8~9反 10反|以上
一一

10 ，...，， 1 が~I ーp 
戸 戸 戸 戸 戸 戸

2 一 一
15-20 1 -- 2 一
20-25 1 
25-30 一
30， ... /35 2 一
35-40 一
40，...，，45 一

部門は縮少し組放た雑穀作が増大する. ~pち労力の如何により経営構造に差を生歩るのでるる.

向(1)で主主ペた事と関連するのでるるが，と Lで各部門の生産物の家計仕向に対する販売量の比を

とって経営構造を窺って見ょう.

第 G表・第 7表をと見るに水稲・

蹴茶・甘藷・麦。果樹が重要な商

品作物であり.馬鈴薯・雑穀@特

用作物は非商品作物であるととが

判明する.

之を階!音別に見ると 5民未満で

は水稲は重要なら歩却って畑作物

の疏茶・甘藷・果樹等が重要であ

る.叉他の階居では商品化してい

ない特用作物も額は少いが，顕著

に商品化されている. 5反，...， 1町

の階居に於ては水稲は比率から云

第6表各作物部門に於ける家計消費額に対ナる販売額の割合

一寸 ω 州。ー刷工1.可I1.5-2町 I2-2.51町

水 稲
疏 茶
甘藷
馬鈴薯

変
雑穀
特用作物
呆樹

害変i
雑特果用作穀物樹

% 
6.2 

316.6 
248.0 
52.0 
109.9 
32.9 
436.3 
418.0 

% 
97.7 
117.1 
671.7 

O 
266.1 
46.2 
86.2 
695.0 

% 
124.9 
36.6 
124.1 
ヲ1.9
351・3
65.5 

O 
131.1 

% 
262.1 
65.1 
180.8 
257.8 
187.8 
53.4 
192.3 
476.6 

第7表各作物部門に於ける販売額(一戸平均)

% 
191.4 
52.4 
115.1 
43.7 

自家治費 O
O 
O 

127.1 

l恥 0.5町 I0.5-1町下示副示三日以明
円

l仰 1円1i1 
同 円

4，751 471 206，018 29569， 948 
17，456 697， ，020 3，756 4，160 57ラ
6，450 9，068 5，775 6，150 4，2 750 
481 O 3ちO 1，225 68 

1，516 2，664 4，360 1，469 4，476 
543 700 164 800 O 

1，680 3ヲB O 150 O 
11，ヲ00 3，475 2，000 7，150 2，225 

うとまだ自給白方が多いが販売額では最も重要である.その他畑作物では読茶・甘藷。来樹等が重
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姿である. 1町 5反以上では水稲が比率としても販売額から見ても益々重要性を占め，逆に蹴茶。

甘藷は販売額の自家泊費に対する割合がとみに減少し自家泊費に廻す部分が多くなる.眼売額とし

ては畑作では 1 町，.....， 1 町 5 反階j菅に於いては甘藷。麦・蹴菜が重要であり 1 町 5 反~2 町階居で

は果樹。甘藷・蹴莱が， 2町"， 2町5反階居では藤茶@甘藷・安が重要である.

(3)課畜の問題

大家畜は全部の農家が飼育している.大家畜を飼育する掃には夏の生草が必要であるが，出の睦

畔丈では足りや道路@赤川堤防から不足の分を刈り取っている.従って赤川干拓により堤防敷地が

なくなるととには相当問題があろう.堤防 6 道路・畦畔(訪風林の下草も若干ある)夫々から刈取

る比率を明らかにしている農家につきしらべて見ると次の第8表のようになる.戦時中供出制度。

~\1:探草地をも開墾し，且つ大家音が近時増加の傾向にあるので草刈には苦労しているようである.

第8表刈草の堤防。道路・陛畔)J/]割合 即ち水田経営面積大なる程睦昨に依存する

| 一丁一一一一程度怖くなり堤防にあまり依存しなくなり，0.5 ~1町い川 I 1戸 川 I2~2 ラ町
一←寸一一←τ「一一一以下一一%一一一面一 逆に経営面積が小になれば睦畔に依存する度合
堤防 45 I 60-70 I 2日~50 I 20~37.5 
道路 4ラ号-20 IO~25 20......31 が低くなり堤防に依存する程度が高くなる b 従
陛畔 o I 15，...，20 I 40，...，50 I 31--60 
一一一→← ! って赤川干拓の影響は小濯に於いて担いであろ!

う.戦後 5 反未満の零細農家i~が大家畜を入れる傾向を有しているから尚更のことである.家畜飼

養の副産物たる堆厩肥は稲作には全農家が施しe 反当平均 206貫主シ甘藷には14戸平均で反当 12i

貫を，蹴茶には14戸平均で 116貫を，支には13戸平均で 101貫を，果樹には 9戸.zp均で230買を施

肥している.雑穀等共の他作物~ごはあまり施肥せや 3 戸が平均89貫を施している.特に経営商積が

大になれば堆厩肥に不足すると云うととはないようである.しかし堆厩肥の各作物別施肥量は聴取

第9表各作物別購入肥料反当焔肥額及び作物別経営費中に占める肥料の割合 調査では不備をと免がれな

穏作反肥料当金肥割額合(8) 
の (b)

琉 Zお
a 
b 

甘藷@馬鈴薯
a 
b 

E更
a 
b 

共他作物
11 

b 

来 ti母
a 
b 

!ω5町|炉i町 II~ 1.5町 I1.5-2町 I2，...，2.5町

8ラO(円) 1，092(円)11 I2，D56. 1(円) 1，281(円)i22，092.2(円)
21.3(%) 21.7(%) 1(%) 25.3(%)1 29.2(%) 

308 664 64ラ 1，ラ14 882 
19.ラ 37.1 32.6 46.0 56.2 

950 818 676 l，5264.4 6 1，299 
52.8 43.4 43.6 64.0 

775 778 708 780 1，275 
51.2 44.8 44.8 49.2 53.1 

76 33 254 203 2ヲ8
20.7 7.6 44.5 61.8 21.3 

535 525 日10 3，090 4，936 
31.8 14.9 13.5 20.8 41.9 

いので，それを補う意味

で反当の購入肥料の施肥

量を見ょう.

I'Wち大体の傾向として

1町 5反以上になると購

入肥料反当施肥額は急:増

ずる.作物別経営費中に

占める購入肥料の割合も

同様の傾向を示ナ.然る

に一方経営面積と換算労力 1人当り面積とは相関々係を示ナ.それは第10哀のようである.横軸に

経営面積を，ttt軸に 1人当り面積をとる.

即ち経営面積が増大すれば換算労力 1人当り面積も叉大体に於いてふえる.之は経営面積が増大
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すれば労力に余裕のなくなるととを物語る.

従って経営面積の増大と共に堆厩肥の増量も

困難となり砂丘地に迄堆厩肥を施肥するとと

が困難となり金肥をその代り多量に投入ナる

ので、はないかとも想像せられる.

7](回4反 4畝，畑 1町 9反 5畝のー農家は

畑の内 5反を果樹園とし，あとの面積に販売

第10表会経営面積と 1人当り経営面積との関係

1
0-0明 1

0日間1-1珂 11.5-2町1
2-2町

作物と共に種々な飼料作物を栽培しp 甘藷@馬鈴薯。副産物@経営残惇と共に飼料として乳牛を飼

育している.而して自給飼料の外に約2万円弱のふすま@大豆粕 c11立脂騒を購入し，乳牛の外に18

拐の鶏の飼料としている.牛乳販売高は24石， 84，000同K遣する.

鶏は 1町未満の小経営7戸む内5戸が飼育し 1町 5反以上の農家4戸の内 2戸が飼育している

が，前述の乳牛飼育農家を除いてはその数は 5羽以下である.

阪飼育は 1町以とに 2戸あるにす‘ぎない.7k国経営面積が小さく，自給t主とし，販売してもそ

の額が多くない時は畑の生産物からの直接の現金牧入が必要となり，それを畜産物に騨形ずる余裕

をもたない.之が1町未満の農家が集中的に鶏を飼育し，阪を飼育したい原因であろうと思われる.

豚と鶏とでは畜産物として性格が異なり豚は鶏に比して資金の姐輯率が遅いからでるる.

経営面積が大になると経営の残津物@家計の残津物が増加し，甘藷・馬鈴薯tも餌料イヒナる余裕

を生やるから有利となるであらう.

(4) 経営の成果

階居別の農業所得p 農家所得，農家経済余剰は第11表の如くでるる.但し 5反未満農家の内1:lil1

町 9反5畝を持ち著しく.zp:均以上であり，その上乳牛を入れて牧益を上げている前越の農家を例外

として 5反未

満から省いた

済の最後の成

果たる農家経

由余剰は 1町

第11表経営の成果

5反からプラスの余剰がで，その階居に至る起はマイナスである.偲々の農家をとって見ても， 5 

反未満では 1戸があ099月のプラスがでるが額としては僅少であり 5反，...， 1町階j菅では 4戸共に

マイナスであり 1 町~1 町 5 反では 2 戸が正を示すが，その内 1 戸は 2，300 円のプラスで僅少で

あり，他の 1戸は 9，479円のプラスである.との農家は!也の農家に比べて家計費が非常に少いf誌に

プラスになったのである. 1mr 5反-2町の階j音では 2戸ともプラス 2町.A>v2阿J5反11皆j音では 1

戸が 5，071円のγ イナスを示すが，之は家計費がか Lりすぎている錯である.
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ともあれ1町 5反以上になるとや L安定すると云うととが云えると思う. しかし経営が農業所得

だけで確固たる基礎の上に立つのは恐らく水田経営 3町以上であろうがp との調査では確めるとと

はできない.

ヲえに農業所得を部門別に分析して見ょう.作物部門別に粗牧主主と所得的失費とを計算して部門別

所得を出し，との三者を夫々の作物部門の面積で割れぽ反当額が出る.第12表の如くである.

稲作
疏茶

甘藷LP鈴薯

其他作物
呆樹

稲作
琉茶
甘藷・馬鈴薯

安
其:他作物
果樹

第12表作物部門別反当所得(1戸平均) 即ち重要な作物であ

一一 る稿作にしても，畑の

蔵莱にしても 5反未

満は最高の所得をあげ

ている.所得的失費は

最低であるからとの階

居は資本集約的と云う

よりは労伯集約化を行って余った労力を注

空笠旦一一 ぎ込み牧盆をあげているととがわかる 之

I B I 0 ~反し 1 町 5 反以上の大なる階居に於いて

は麦が反当所得マイナスKなっているとと

は注目すべきである.経費は相当注ぎ込ん

でいるにもか Lわらや労岱関係に於いて稲

作と競合し管理が行き届かぬのでdうろう.

(5) 水固と畑の必要面積

畑作は生産物を自給するに止め稲作のみから牧盆を上げ経営費をまかない，家計支出をまかなう

震にはどれ丈の面積が必要であるかをしらべよう.との際家計費の現物部分は畑及び水田の生産物

で自給するとして，稲作所得で家計現金支出のみを補償すれば、よい.

先や自給に必要な商積は反当l段量を以て米家計仕向量を割って算出した.必要種籾量も同様な手

続きによる.言えに自給に廻す以外の分は全部販売できるとして反当生産額を計算し，伺k の経営の

稲作部門所得的失費額を割り所得的失費をまかなう酉積を計算した.との自給必要面積正所得的失

費分必要面積との和は現実の経営面積友超える事:があり得る.との場合は稲作の所得的失費を他の

畑作からむJ投入でjなぎなっている事がわかる.現実の経営面積を超えるものはマイナスの販売面積

として，現実の経営面積に両者の和が足りない農家はプラスの販売商積として家計現金支出に廻し

得る.共に家計現金支出をまかなう需には粗牧益から所得的失費を差引いた稲作所得を以てする.

故に反当粗牧主主から反当所得的失費を引き計算した反当稲作所得を以て家計現金支出左割り家計費

必要面積を出す.かくて得た自給面積と所得的失費分面積と家計費分面積とを合計すれば調整せ古

る前の面積がでる.との調整とは次のととを意味する. I3Pち所得的失費分面積は現実の経営面積を
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経営する震に必要な面積である.然るに自給面積と所得的失費分面積との和が現実の経営面積をと

える農家については，その超過面積に必要な経営費を負担する面積が必要なわけである.家計現金

支出をまかなう面積については所得的失費は差引いてあるから問題はない.他方自給面積と所得的

失費分面積とが現実の経営面積に足りない時はその超過分は家計に廻され得るのであるが，他方に

於いて家計現金支出をまかなう震の面積が計上されているからとり面積だけ二重計算となる. I3Pち

自給面積と所得的失費分面積との和が現実の経営面積を超過する時は，その面積を経営ナるに要す

る所得的失費分商積を総計面積に加え，現実の経営酉積に足りない時はp その差の面積を経営する

に婆する所得的失費分面積を総計面積から引かねばたらぬ.との差の面積の所得的失費分面積は全

体の経営面積に対する所得的失費分面積の比による.との際所得的失費分面積は全体の経営面積む

中に含まれているから，所得的失費分面積を耕作するに要する面積も亦との所得的失費分固積中に

含まれる.従って計算された差の面積に対する所得的失費分面積について，更にその面積を経営す

るに要する所得的失費分面積を計算する必要はたい.かくして得た調整面積を総計面積I'L.加減する

と正確な必要面積がで Lくる.之を個々の農家の泊費車位数で害IJJtLば一泊費翠位当り必要面積がで、

Lくる.かくて第13表を得る.

第13表農家の水閏必要面積

i 自給面積 (AfTiYr十両戻丁一一一一言語現蚕丁一一一 I -'.H'~" ~.. I 一丁三泊費準

額|狩~r開山一瓦[費包?積 l 販売商副都plAJ2Lcl 醸?に噛民 I~当官
4反.110 0反.008 

tz 
-1反.112 10反.106 15反.618 十0反.506 16反.124 2反.603 1.324 

2 4.612 0.011 0.927 -0.724 2.606 8.226 十0.200 8・426 1.105 
3 5.000 0.015 0.715 -0.800 3.429 9.229 +0.112 9.411 1.303 
4 4.120 0.015 1.602 -0.207 3.429 9.306 十0.027 i 9.403 1.722 
5 3.5:l5 0.028 1.412 十2.325 4.715 9.820 -0.624 9.126 2.000 
6 4.306 0.110 3.309 + 1.205 7.026 14.821 -0.706 14.115 2.306 
7 4.624 0.112 3.412 + 1.112 5.915 14.203 -0.618 13.515 2.ラ03
8 5.512 0.102 2.524 +2.022 11.320 19.528 -0.627 18.901 2.010 
9 弓.120 0.106 2..324 +2.710 4.028 11.718 -0.803 10.915 1.625 
10 5.229 0.105 3.127 十3.429 10.600 19.201 -1.215 17.916 2.508 
11 5.827 0.107 3.106 十4.420 6.203 15.313 一1.309 14.006 2.218 
12 4.400 0.120 4.727 十7.713 7.ち27 16.914 -3.003 13.911 2.'110 
13 6.10ラ 0.122 5.905 十5.015 8.822 21.024 -2.612 18.412 2.728 
14 10.610 0.122 7.224 ート4竃104 14.109 32.205 -.2.003 30.202 2.729 
15 6.703 0.122 10.227 +7.108 12.809 30.001 -5.212 24.719 2.824 

平均 5.31ラ 0.104 3.500 十2.521 7.514 16.503 -1.202 15.301 :i.207 

上表中農家番号 1"， 3は5反未満 4，....， 7は5反.....， 1町， 8--11は1町，....， 1町 5反， 12~13は 1

町 5反，.....， 2町， 14--15は2町-2町 5反階居に属する.舟家計現金支出と現物家計仕受額との階層'

別平均は第14表の如くである.との際 1番農家は前速の畑多く乳牛を取入れp 且つ経営主の弟が公

務員として佑き 8万円の粂業J投入をる

げており，家計費も多い農家で一般農

家の水準を突破しているので5反未満

から除いて計算した. 1番農家は家計

費分必要面積が特I'L多くなっている.

第14表階層別家計費の構成()戸平均}

現金支出
現物家計仕受
諾負担

計-

136，与35
152，491 
7，880 

296，906 
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第13表について見るに経営面積が増加すればおLむね経営費の増加，家計費の増加により必要面

積は増加する傾向をもっ.一泊費単位当 D必要面積は 1-3反の間にある.

全農家平均では必要面積は l町 δ反 3畝である.かりに 1町 5反を中心とする意味で 1.....2町の

6戸D必要面積の平均を出すと 1町5反 7畝となる.

何れにせよ畑の生産物はさを部自給に廻すものとし，稲作牧入のみで経営費をまかない，家計現金

支出をまかなうものとすれば 1町 5反-1町 6反を必要とナる.尤もとの面積に畑作の自給面積の

所得的失費をまかなう商積が必要となる.畑作の所得的失費は作物部門の構成が異れば異るので計

算は至難である. しかし大略のととろは，第四表について見るに水田 6畝以下で言うろう. との面積

を先の面積に加えると必要面積は 1町 6反前後となる.

しかも以上の前提保件をもうけた場合の水田必要面積は最低のものでるるととは注意すべきであ

る.何となれば多くの農家が赤字をだし，その矯家計費を節約しているであろうからである. しか

しながら必嬰面積 1町 6反と云う計算の結果は第11表に於いて見た如く 1町5反以上階居の経済

余剰プラスの事実と符合する.従ワて'kOlを:自給程度にもち，水田 1町 6反を経営する農家はや L安

定的だと去ろ結論にたる. しかし経営が確固たるものになる震には更に多く面積を必要とするでdう

ろう

さて然らぼ畑の生産物を自給する矯には幾何の畑の商積を必要とするであろうか.との計算は農

家の現実の消費水準を前提とする.生産物の内自給tc廻す量を.位面積当り牧穫量で割り必要面積

を算出し，甘藷@馬鈴薯・景・其の他作物は種子用をも自給量I'c加えた.表では必要面積を消費皐

第15表畑の自給必要国債(1消費皐位当り)

鰐|競薬事鈴事l愛|話器|果関l計-

1畝，111 1畝，171 5畝，001 0畝.0ラ 9畝‘21 
2 1，041 2.051 5，001 0，04 10，18 
3 0，221 1.231 2.251 0，16 7，11 
4 1.061 -1  5，191 -一一 10，22 
5 1.071 1.221 6，181 3，05 17・19
6 1.131 3，071 4，051 1.00 12，16 
7 1.211 1.231 7，25 一一 13.18 
8 1.251 1.021 2・211 0，06 7.27 
9 3.011 -1  3.001 -一一 8.04 
!日 1.261 1.101 1.291 0.16 9，27 
11 2.051 0，071 3.06 一一一 7.18 
12 5，011 -一一 11.181 0.08 18，24 
13 1.0ヲ1.141 6.241 0，01 12.09 
14 1.041 1.101 1.221 0，0ラ 7.05 
15 2.091 0.271 3.201 0.10 9.09 

平均 10.26 

{立数で釘jり一泊費単位当りの自給必要面積を出

しである.

表中，其のf也作物の必要面積が特に多¥r，のは，

卒魅に弱い大豆が稀有の卒魁で大減i伐を見た L

めで他の作物にも幾分彰響がるるゃに見られ，

と白面積は最高のもりで言うるととは注意すべき

である.ともあれー泊費単位当り平均合計は 1

反26t歩である.全農家の泊費単位平均は 7.3人

であるからー農家当り卒均延面積にして 7反 9

畝を必要とする.全農家苧均の土地利用車 13

6.6で割れば5反 7畝の畑を必要とする.畑が

狭い時は土地利用率 150迄行{とすれば 5反3畝で足りるととになる.

即ち現在の泊費水準を前提とし，現在の経営費を前提とする時畑 5反，水田 1町 6反位あれば大

体に於いて安定じた農業を営む事ができる. との時の農家の経営構遣は畑作は自給生産のみで而も

多数の読菜@共の1也の作物を多角的に栽培して生産物を自給し，稲作牧入をもって経営費をまかな
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ぃ，且つ家計現金支出をまかなうのである.勿論畑I'L商品作物を栽培しそれから得た牧益をもって

自給物を買う方が有利である場合もるるであろう.之は今後の研究に侠たなくてはなら註ぃ.

現実の農家に於いては削除自給以上に経営し，生産物を自給する以外に，読茶特に西瓜・まくわ

瓜@甘藷@麦・果実等を販売しているのでるるが，その牧盆は各作物によって異る.商品作物とし

て何を栽培したら経営牧益上，又労力分配上都合がよいかを考察することは別の問題である.との

問題も今後の研究にゆす、らなくてはならない. とLでは一番簡軍たモデルとして，灼i生産物は自給

に止め，複合経営の他の一部門である稲作J汝入により経営費。家計現金支出をまかなう場合を考察

したのでるる. しかも稲作JI:lc入牧主主は他の畑作物に比べ圧倒的に比重が大であるからか Lる仮定の

上に立っても現実との背離の差は僅少であると考えられる. しかし畑の自給作物を自給しないでそ

の部分の面積を商品作物に廻し大規模な商品生産に従事し，自給作物を購入するに至る時は問題は

自ら日りになる事は考えねばならない.

Sum問o'lf:!f

(1) In the distric七日 of sand dune in Shonai， Yamagata-Prefectu1'日出edivcr日ificationis 

S巴日nin the farm manag日men七 acco1'ding to va1'ious 1'eason日.Th巴smalle1'七hemanagement日cale

of the paddy-field and the paclcly--fielcl shows the cha1'Rctri日七ic日 of self-suppo1't， the mo1'o 

the p1'oduc七日 of 五臼1da1'o sold. The 口1'opswhich 紅白 sold a1'e 1'ice， swee七 potatoes， w hea九

fr叫 ts，e七c，and among th日m the rice is the most impo1'tant one， bu七 inth日 caseof small 

managemen七 日caleむheveg凶ables， sw巴日七 po古川oesancl f1'uits becom巴 m01'e impo1'tant than 

l'l口o.

(2) Vvhen七hemanagem巴n七日口alediviclecl by the conve1'七日daclul七1abou1'白ris自mall，the ratio 

of a1'ea usecl fo1' intensiv自由te1'p1'Is日 ofcultivation， as fo1' vegetables and frui七日 becomes

higher， and when i七is 1arge， the a削 usecl for fruits ancl veg日帥10sbecomes smallel~' and 
th日 a1'日aofext巴nsivemisc巴llan日ousc1'ops i河口omes1a1'ger. Name1y， the stru巴むu1'eof management 

varies acco1'ding to the 1abour condiむions.

(3) Acco1'ding to出自 r白SlutSof study on th白 farmer'seconomy， its su1'plus shows positive 

in the case of large1' management sca1e than 1.5 ha， and shows negative in the smaller 
management sca1e. 

(4) It i日 ne口白日開1'y七omanago the pacldy-field of 1.5 ha and the field of 0.5 ha fo1' con-

ducting the stab1日 farmmanagem日凶， on th白口ondi七ion七ha七七hep1'oduc七日 f1'om出 efie1d sup-

plies on1y fo1' self-support and the 1'ev白nuefrom the paddy-fie1cl p1'ovide fo1' both of to同l

fa1'ming e:x:penditu1'e and househo!d白xp白ndi七u1'e.
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